
平成 15年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 14年 11月 19日

上   場   会   社   名       エス・バイ・エル株式会社 上場取引所 東 大

コード番号       1919 本社所在都道府県
 （ＵＲＬ　http://www.sxl.co.jp/) 大阪府

代表者 役職名 取締役社長 氏名    小堀　東

問合せ先 責任者役職名 管理本部副本部長 氏名    小林　裕明 TEL (06) 6315 - 1131
中間決算取締役会開催日　　平成 14年 11月 19日 中間配当制度の有無　　無
中間配当支払開始日　　      平成   年   月   日 単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

１. 14年 9月中間期の業績（平成 14年 4月 1日 ～ 平成 14年 9月 30日）
(1)経営成績 （記載金額：百万円未満切り捨て）

　　　　  売   上   高 　   　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 9月中間期 40,116 △ 13.4 234 2.1 △ 796 -
13年 9月中間期 46,345 △ 25.5 229 △ 83.4 △ 889 -
14年 3月期 90,252 119 △ 957

     中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間
         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭
14年 9月中間期 △ 1,387 - △ 17.09
13年 9月中間期 △ 29,811 - △ 364.66
14年 3月期 △ 36,346 △ 446.08
(注)①期中平均株式数    14年 9月中間期    81,198,638 株   13年 9月中間期    81,752,168 株   14年 3月期    81,479,452 株
     ②会計処理の方法の変更　　 無
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金 （注）14年 9月中間期中間配当金内訳

円　銭 円　銭    記念配当          － 円  － 銭

14年 9月中間期 － －    特別配当          － 円  － 銭

13年 9月中間期 － －
14年 3月期 － －

(3)財政状態
       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年 9月中間期 120,214 38,132 31.7 469.66
13年 9月中間期 163,482 51,942 31.8 639.62
14年 3月期 128,614 39,960 31.1 492.12
(注)①期末発行済株式数　14年 9月中間期     　81,210,726 株　13年 9月中間期     　81,210,726 株　14年 3月期     　81,210,726 株

 　 ②期末自己株式数　　14年 9月中間期         　19,102 株　13年 9月中間期          　2,020 株　14年 3月期          　8,445 株

２. 15年 3月期の業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益   １株当たり年間配当金

期　　末
百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 85,000 1,100 410 5.00 5.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   5 円 05 銭 

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、様々な不確定要素が内在しております。
   実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想
　 のご利用にあたっての注意事項等につきましては、添付資料の６ページを参照してください。
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１．比較貸借対照表  
 

                                                          （単位：百万円） 

資 産 の 部                                                                                
 

 

科 目                   
当 中 間 期                     

（平成14年9月30日現在） 

前        期 

（平成14年3月31日現在） 
増    減 

前 年 中 間 期                     

（平成13年9月30日現在） 

 

 

 

資 産 の 部                       

 

流 動 資 産                  

現 金 預 金                            

受 取 手 形                            

完 成 工 事 未 収 入 金                            

分譲用土地建物未収入金                            

売 掛 金                            

有 価 証 券                            

未 成 工 事 支 出 金 等                            

分 譲 用 土 地                            

分 譲 用 建 物                            

未 成 分 譲 用 建 物                            

前 渡 金                            

短 期 貸 付 金                            

繰 延 税 金 資 産                            

そ の 他                            

貸 倒 引 当 金                            

 

固 定 資 産                  

 有 形 固 定 資 産                  

建 物                            

土 地                            

そ の 他                            

 無 形 固 定 資 産                  

 投資その他の資産                  

投 資 有 価 証 券                            

長 期 貸 付 金                            

繰 延 税 金 資 産                            

そ の 他                            

貸 倒 引 当 金                            

 

 

 

          ５３，３５６ 

           １８，８１０ 

             ２，１０６ 

            ８，７１０ 

               ５６８ 

             ３，３０２ 

             ２６７ 

             １，９６６ 

           １０，１２７ 

             １，０５２ 

               ７２３ 

                 １３２ 

             ３，９０６ 

               １１４ 

             １，５９７ 

       △          ２９ 

 

          ６６，８５８ 

           ３３，６５１ 

           ２０，９２４ 

           １１，５７９ 

             １，１４６ 

               ２３６ 

           ３２，９７０ 

            ８，１５７ 

           １６，０７１ 

             ３，０６５ 

            ９，３４３ 

       △    ３，６６６ 

 

 

 

          ５７，７２８ 

           ２０，０００ 

             １，９６１ 

            ８，４０５ 

               ９７６ 

             ３，７１０ 

             １９８ 

             ２，１５８ 

           １１，１１０ 

             １，７３７ 

               ３１８ 

                 ３７０ 

             ４，５３４ 

               ４００ 

             １，８５８ 

       △          １３ 

 

          ７０，８８６ 

           ３４，８８２ 

           ２１，５３６ 

           １２，０８７ 

             １，２５７ 

               １６８ 

           ３５，８３６ 

           １０，８２６ 

           １５，７５１ 

             ２，７９４ 

           １０，２３４ 

       △    ３，７７０ 

 

 

 

 △ ４，３７１ 

 △ １，１９０ 

     １４４ 

３０５ 

 △   ４０８ 

 △   ４０８ 

      ６９ 

 △   １９２ 

 △   ９８３ 

 △   ６８４ 

     ４０４ 

 △   ２３８ 

 △   ６２７ 

 △   ２８５ 

 △   ２６０ 

 △    １６ 

 

 △ ４，０２８ 

 △ １，２３０ 

 △   ６１１ 

 △   ５０８ 

 △   １１０ 

      ６７ 

 △ ２，８６５ 

 △ ２，６６８ 

     ３１９ 

     ２７０ 

 △   ８９１ 

     １０３ 

 

 

 

          ７０，１９３ 

           ２２，５５１ 

             ２，１１３ 

            ９，２１７ 

             １，３５１ 

             ４，５０６ 

             ３，７４４ 

             ３，３０７ 

           １２，５５０ 

             ３，４４８ 

               ４１３ 

                 １８３ 

             ４，０６６ 

               ６７０ 

             ２，０９４ 

       △          ２６ 

 

          ９３，２８８ 

           ４１，８８５ 

           ２２，１３１ 

           １８，４５０ 

             １，３０３ 

                 １３３ 

           ５１，２７０ 

           ２６，９５８ 

           １４，０５３ 

             ２，２７１ 

           １０，１５１ 

       △    ２，１６５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資 産 合 計                                １２０，２１４          １２８，６１４  △ ８，４００          １６３，４８２ 
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４．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

   外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 

 

５．リース取引の処理方法 

     リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

 

６．ヘッジ会計の方法 

（１）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ会計を採用しております。金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場合は、特例処理（支払利息に加減）を採用

しております。また､為替予約等が付されている外貨建予定取引の内、振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を採用しております。 

 

  （２）ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段）                      （ヘッジ対象） 

金利スワップ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥借入利息、社債利息 

通貨スワップ、為替予約‥‥‥‥‥‥‥外貨建予定取引 

 

  （３）ヘッジ方針 

金利及び為替の市場変動リスクの回避とキャッシュ・フローの固定化を目的としており、投機的なデリバティブ取引は行っておりません。 

 

  （４）ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額

の比率によって有効性を評価しております。 

なお、金利スワップの特例処理はその要件を満たすことにより、また、振当処理を採用しているものについては、キャッシュ・フローを完全

固定化するものと認められるためヘッジの有効性の判定は省略しております。 

 

７．消費税等の会計処理 

   税抜方式によっております。 

 

【追加情報】 

当中間期から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準1号）を適用しております。これによる当中間期の損

益に与える影響は軽微であります。 

なお、中間財務諸表等規則の改正により、当中間期における中間貸借対照表の資本の部については、改正後の中間財務諸表等規則により作

成しております。 
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            （単位：百万円） 

負 債 ・ 資 本 の 部                                                                                
 

 

科 目                   
当 中 間 期                     

（平成14年9月30日現在） 

前        期 

（平成14年3月31日現在） 
増     減 

前 年 中 間 期                     

（平成13年9月30日現在） 

 

 

 

負 債 の 部                       

 

流 動 負 債                  

支 払 手 形                            

工 事 未 払 金                            

買 掛 金                            

短 期 借 入 金                            

一年内に償還予定の社債                            

一 年 内 に 償 還 予 定 の                            
転 換 社 債                            

一 年 内 に 返 済 予 定 の                            
長 期 借 入 金                            

未 払 法 人 税 等                            

未 成 工 事 受 入 金 等                            

賞 与 引 当 金                            

完 成 工 事 補 償 引 当 金                            

そ の 他                            

 

固 定 負 債                  

社 債                            

転 換 社 債                            

長 期 借 入 金                            

退 職 給 付 引 当 金                            

役 員 退 職 給 与 引 当 金                            

そ の 他                            

負 債 合 計                       

 

 

 

           ３７，７５７ 

             ４，１５７ 

            ７，７５３ 

             ３，０３６ 

４，０００ 

           － 
                 

           １，１４６ 
  

                 
     １３，０００ 

  
                   ２３ 

             ２，５０４ 

                 ３００ 

                 ２３６ 

            １，５９８ 

 

           ４４，３２４ 

            ２，５００ 

            － 

           ３８，０００ 

         ３３２ 

            １，０２８ 

         ２，４６４ 

         ８２，０８２ 

 

 

 

           ５７，２８１ 

             ４，８５６ 

            ８，５３５ 

             ３，６２８ 

－ 

           ２１，２００ 
                 

           １，１６４ 
  

                 
     １３，０００ 

  
                   ４３ 

             ２，２３９ 

                 ３８４ 

                 ２６２ 

            １，９６６ 

 

           ３１，３７２ 

            ３，４００ 

            － 

           ２３，０００ 

         ２８３ 

            １，３３４ 

         ３，３５４ 

         ８８，６５３ 

 

 

 

 △１９，５２４ 

 △   ６９９ 

 △   ７８１ 

 △   ５９２ 

   ４，０００ 

  △２１，２００ 
 
 △    １８ 

  
  
－ 

 
 △    ２０ 

        ２６５ 

 △    ８４ 

 △    ２５ 

 △   ３６７ 

 

    １２，９５２ 

 △   ９００ 

－ 

  １５，０００ 

 ４８ 

 △   ３０６ 

 △   ８８９ 

 △ ６，５７１ 

 

 

 

 

           ６６，００５ 

             ５，６７５ 

            ８，６７０ 

             ４，３６６ 

           － 

           ３０，０００ 
                 

           １１，２１６ 
  

                 
           － 

  
                   ２３ 

             ２，６３７ 

                 ４２０ 

                 ３８１ 

            ２，６１５ 

 

           ４５，５３４ 

            ３，９００ 

            １，３６３ 

           ３６，０００ 

         ２７０ 

            １，３１６ 

         ２，６８４ 

         １１１，５４０ 
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（単位：百万円） 

負 債 ・ 資 本 の 部                                                                                
 

 

科 目                   
当 中 間 期                     

（平成14年9月30日現在） 

前        期 

（平成14年3月31日現在） 
増     減 

前 年 中 間 期                     

（平成13年9月30日現在） 

 

 

 

資 本 の 部                       

 

資 本 金                  

資 本 準 備 金                  

利 益 準 備 金                  

再 評 価 差 額 金                  

その他の剰余金                  

任 意 積 立 金                           

中間(当期)未処分利益(△損失)                           

（うち中間(当期)純利益(△損失)） 

その他有価証券評価差額金                  

自 己 株 式                  

資 本 合 計                       

 

資 本 金                  

資 本 剰 余 金                  

資 本 準 備 金                           

そ の 他 資 本 剰 余 金                           

利 益 剰 余 金                  

中間未処分利益(△損失)                           

（うち中間純利益(△損失)）                       

土地再評価差額金                  

その他有価証券評価差額金                  

自 己 株 式                  

資 本 合 計                       

 

 

 

           － 

－ 

－ 

    － 

          － 

－ 

－ 

  （        －） 

    － 

    － 

 

 

           ２９，９１７ 

１６，９２７ 

７，５００ 

    ９，４２７ 

△  １，９６３ 

△  １，９６３ 

 （△  １，３８７） 

△  ５，９８５ 

△    ７６０ 

△      ２ 

３８，１３２ 

 

 

 

           ２９，９１７ 

３１，１６７ 

１，８６５ 

△  ６，５６１ 

    △ １６，１０４ 

          １４，５９９ 

△ ３０，７０４ 

  （△ ３６，３４６） 

    △    ３２１ 

    △      １ 

３９，９６０ 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

 （       －） 

－ 

－ 

－ 

－ 

 

 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

 （       －） 

－ 

－ 

－ 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

 （       －） 

－ 

－ 

－ 

 － 

 

 

 

           ２９，９１７ 

３１，１６７ 

１，８６５ 

      － 

    △  ９，５７０ 

          １４，５９９ 

△ ２４，１７０ 

  （△ ２９，８１１） 

△  １，４３６ 

△      ０ 

５１，９４２ 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

 （       －） 

－ 

－ 

－ 

－ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

負 債 ・ 資 本 合 計                       １２０，２１４ １２８，６１４  △ ８，４００ １６３，４８２ 
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２．比較損益計算書 
 
                                                                       （単位：百万円） 

区分 科      目 

当 中 間 期                 

(
自  平成14年 4月 1日
至  平成14年 9月30日

) 

前 年 中 間 期                 

(
自  平成13年 4月 1日
至  平成13年 9月30日

) 
増     減 

前          期 

（
自  平成13年 4月 1日
至  平成14年 3月31日

） 

 

 

 

  金    額 比 率     金    額 比 率     金    額 増 減 率         金    額 比 率     
 

 

 

完 成 工 事 高                       

分譲用土地建物売上高                       

部 材 売 上 高                       

そ の 他 売 上 高                       

       % 

  63.9 

  12.9 

   21.7 

    1.5 

       % 

  66.6 

    9.6 

   23.0 

    0.8 

 

△ ５，２４８ 

     ７２５ 

△ １，９３２ 

    ２２５ 

       % 

△ 17.0 

  16.4 

△ 18.2 

55.4 

       % 

  67.2 

   10.2 

   21.7 

    0.9 

売 上 高 合 計                       

 

完 成 工 事 原 価                       

分譲用土地建物売上原価                       

部 材 売 上 原 価                       

そ の 他 売 上 原 価                       

  100.0 

 

 

 

 

  100.0 △ ６，２２９ 

 

△ ４，８３９ 

   １，０８０ 

△ １，６８７ 

     １６１ 

△ 13.4 

 

 

  100.0 

 

 

 

 

経 

 

 

 

 

 

常 

 

 

 

 

 

営

 

 

 

業

 

 

 

損

 

 

 

益

売 上 原 価 合 計                       

 

売 上 総 利 益                       

 

販売費及び一般管理費                       

 

 

 ２５，６２０ 

５，１５６ 

８，７０５ 

６３４ 

４０，１１６ 

 

２０，１１４ 

４，９１７ 

７，１９３ 

    ７４３ 

３２，９６８ 

 

７，１４７ 

 

６，９１２ 

   82.2 

 

   17.8 

 

   17.2 

 

  ３０，８６８ 

    ４，４３１ 

  １０，６３７ 

        ４０８ 

  ４６，３４５ 

 

  ２４，９５４ 

    ３，８３７ 

   ８，８８０ 

        ５８１ 

  ３８，２５３ 

 

８，０９２ 

 

    ７，８６２ 

   82.5 

 

   17.5 

 

   17.0 

△ ５，２８４ 

 

△   ９４５ 

 

△   ９５０ 

△ 13.8 

 

△ 11.7 

 

△ 12.1 

 

  ６０，７０５ 

    ９，１９１ 

  １９，５６６ 

        ７８９ 

  ９０，２５２ 

 

  ４８，９３７ 

    ８，２７１ 

 １６，４４０ 

    １，１５７ 

  ７４，８０７ 

 

１５，４４４ 

 

  １５，３２５ 

   82.9 

 

   17.1 

 

   17.0 

 

 

 

 

 

 

 

損 

 
営 業 利 益                       ２３４     0.6       ２２９     0.5        ４    2.1 １１９     0.1 

 

 

 

 

 

  
 
営
 

営業外収益 

受取利息及び受取配当金                       

雑 収 入                       

 

３４３ 

３６４ 

  

        ３８６ 

        ４９１ 

  

△    ４３ 

△   １２７ 

  

        ５８８ 

１，５５９ 

  

 

 

 

 

益 

 

 

業
 
外
 
損
 
益

営 業 外 収 益 合 計                       

 

営業外費用 

支払利息及び社債利息                       

雑 支 出                       

７０７ 

 

 

７３９ 

９９８ 

    1.8       ８７８ 

 

 

    １，０９２ 

        ９０５ 

    1.9 △   １７０ 

  

 

△   ３５２ 

     ９３ 

△ 19.4 ２，１４７ 

 

 

    ２，０４５ 

１，１７８ 

    2.4  

 

 

 

 

  営 業 外 費 用 合 計                       １，７３８     4.3     １，９９７     4.3 △   ２５９ △ 13.0     ３，２２４     3.6  

 
経常利益（△損失）                        △  ７９６ △ 1.9 △  ８８９ △ 1.9       ９３ - △   ９５７ △ 1.1  

特損 

別益 

特 別 利 益                      

特 別 損 失                      

        ３７８ 

９３０ 

  0.9 

  2.3 

         １２ 

  ２９，１６２ 

  0.0 

  62.9 

     ３６６ 

△２８，２３１ 

 2969.0 

△ 96.8 

         ９１ 

  ３５，９４０ 

  0.1 

  39.8 
 

税引前中間(当期)純利益(△損失)                               △１，３４８ △ 3.3 △３０，０３９ △ 64.8   ２８，６９１ - △３６，８０６ △ 40.8     

法人税、住民税及び事業税               

法 人 税 等 調 整 額               

     ２３ 

     １５ 

  0.1 

  0.0 

     ２３ 

△   ２５１ 

  0.0 

△  0.5 

       ０ 

     ２６６ 

   2.2 

- 

     ４３ 

△   ５０３ 

  0.0 

△  0.5 
   

中間(当期)純利益(△損失)                               △１，３８７ △  3.4 △２９，８１１ △ 64.3   ２８，４２４ - △３６，３４６ △ 40.3    

前 期 繰 越 利 益                               

再 評 価 差 額 金 取 崩 額               

      － 

△  ５７６ 
 

    ５，６４１ 

      － 
 

△ ５，６４１ 

△   ５７６ 
 

    ５，６４１ 

      － 
  

中間(当期)未処分利益(△損失)                               △１，９６３  △２４，１７０    ２２，２０６  △３０，７０４   
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  （ 当 中 間 期 ） （ 前 期 ） （ 前 年 中 間 期 ） 

１． 有形固定資産の減価償却累計額 ９，６１４ 百万円 ９，２６６ 百万円 ９，１６３ 百万円 

２． 担 保 提 供 資 産 ３，４４２  ３，４４０  ２，１７７  

３． 関係会社等のための保証債務等 ２０，２６３  ２３，６００  ２３，４７９  

４． 住宅購入者のための保証債務 １，６８０  ２，３０１  ２，３２４  
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損 益 計 算 書 注 記                                             

 

                                            （当中間期          ）            （前年中間期）            （前 期          ） 

 

     特別利益、特別損失の主な内訳                                                                     

 

    特  別 利 益                                                                            

         固 定 資 産 売 却 益                                             １ 百万円           － 百万円             ７６ 百万円 

         投 資有価証券売却益                                      １０５              １                   １ 

      役員退職給与引当金戻入額                                 ２６６            －            － 

  

特 別 損 失                                                                                                      

       固 定 資 産 売 却 損                              －                 ０                    ９０ 

     固 定 資 産 除 却 損                      １０           １２                   ３９ 

         投 資有価証券売却損                                   －            －       １３，９１０ 

      投 資有価証券評価損                                    ６０４        ２２，７４１             １３，２７０ 

     退職給付引当金繰入額                                    ７９           ７９            １５９ 

     会 員 権 評 価 損                          ８            １              １８ 

        分 譲 用 土 地 評 価 損                     １１１        ５，９２２        ６，３２９ 

      分 譲 用 建 物 評 価 損                      ８６          ３３４          ５１９ 

 

 

リース取引に関する注記                  

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引   

 

 １．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末残高相当額                                            
                                                                                   （単位：百万円）  
 当 中 間 期                         前 年 中 間 期                         前           期  
 
 
 

取得価額           
相 当 額           

減価償却           
累 計 額           
相 当 額           

中間期末           
残 高           
相 当 額           

取得価額           
相 当 額           

減価償却           
累 計 額           
相 当 額           

中間期末           
残 高           
相 当 額           

取得価額           
相 当 額           

減価償却           
累 計 額           
相 当 額           

期末残高           
相 当 額           

 
 
 

 建 物        ４，２９２  ２，２６０  ２，０３２  ５，１５５  ２，３４６  ２，８０９  ５，１９６  ２，９１６  ２，２８０  

 その他の有形       
 固 定 資 産        １，１７２    ７２６      ４４５  １，６４９  １，０１３      ６３５  １，２８３    ７９４      ４８８ 

 

 無形固定資産             ３５        ２０        １４      １０１        ７９        ２２      １０１        ８３        １８  

 合    計        ５，５００  ３，００７  ２，４９２  ６，９０６  ３，４３９  ３，４６７  ６，５８１  ３，７９３  ２，７８７  

     （注）取得価額相当額は、未経過リース料中間期末残高が有形固定資産の中間期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により 

           算定しております。                                                                 
                                         
 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 
                                 （当中間期          ）           （前年中間期）              （前 期          ）              
    １ 年 以 内                              １，１４７ 百万円       １，５２２   百万円          １，２７０  百万円  
    １ 年 超                            １，３４５          １，９４４                １，５１６ 
   合         計                  ２，４９２           ３，４６７             ２，７８７ 
     （注）未経過リース料中間期末残高相当額は、未経過リース料中間期末残高が有形固定資産の中間期末残高等に占める割合が低いため、 
           支払利子込み法により算定しております。 
 
 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 
                                     （当中間期          ）           （前年中間期）             （前 期          ） 
    支 払 リース料                                   ７０９ 百万円           ８９７  百万円         １，５８８  百万円 
    減価償却費相当額             ７０９               ８９７                １，５８８ 
 
 ４．減価償却費相当額の算定方法 
 
     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
 

有価証券に関する注記                  
前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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３．中間財務諸表作成の基本となる事項 
 
１．資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券 

満期保有目的債券‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥償却原価法（定額法） 

        子会社株式及び関連会社株式‥‥‥‥‥移動平均法による原価法 

        その他有価証券 

        ・時価のあるもの                   

            株式、証券投資信託の受益証券‥‥中間期末前１ヶ月の市場価格等の平均に基づく時価法 

            債券‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥中間期末日の市場価格等に基づく時価法 

            （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

        ・時価のないもの‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥移動平均法による原価法 

 
  （２）デリバティブ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥時価法 

                                              
  （３）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

        未成工事支出金、分譲用土地、分譲用建物、未成分譲用建物‥‥‥個別法による原価法 

     材料及び貯蔵品‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥移動平均法による原価法 

 
２．固定資産の減価償却の方法     

        有形固定資産 

    ・建 物‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥定額法 
    ・その他‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥定率法（但し、軽井沢リゾートホテルの構築物等は定額法） 

なお、主な耐用年数はつぎのとおりであります。 

建物    ３～47年 

構築物   ７～50年 

機械装置  ７～９年 
 
少額減価償却資産 

取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、 3年均等償却 
 
無形固定資産‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥定額法 

（なお、ソフトウェア（自社利用分）は社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法） 

 
３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金   

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上しております。 

 

（２）賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当中間会計期間に負担すべき金額を計上しております。 

 

  （３）完成工事補償引当金 

引渡済建物の瑕疵担保責任に基づく補償費及びアフターサービス補修費の支出に備えるため、完成工事高及び分譲用建物売上高に過去の一定

期間における瑕疵担保責任に基づく補償費及びアフターサービス補修費の実績から算出した実績率を乗じた発生見込額を計上しております。 

 
  （４）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生してい

ると認められる金額を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異（ 798百万円）については、５年による按分額を費用処理しており、特別損失の部に計上しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5年）による定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5年）による定額法により費用処理しております。 

 

  （５）役員退職給与引当金 

役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。 
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４．部門別売上高実績 
                                                               （単位：百万円） 
              期 間      当 中 間 期                   

（
自  平成14年 4月 1日
至  平成14年 9月30日

） 

     前 年 中 間 期                   

（
自  平成13年 4月 1日
至  平成13年 9月30日

） 

     前 期                   

（
自  平成13年 4月 1日
至  平成14年 3月31日

） 

 
 
 

品 目           項 目 件  数 金  額 比  率 件  数 金  額 比  率 件  数 金  額 比  率  

 
戸 建 住 宅          
ｱ ﾊ ﾟ - ﾄ ﾒ ﾝ ﾄ ﾊ ｳ ｽ                   
戸 建 分 譲 住 宅                   
分 譲マンション                   
代理店向部材売上                   
そ の他資材売上                   
商 品 売 上                   
そ の 他                   

 
  1,096 
     63 
     63 
     55 
    445 
      - 
      - 
      - 

 
   25,151 
      469 
    4,044 
    1,112 
    3,148 
    5,556 
      255 
      378 

       % 
  62.7 
   1.2 
  10.1 
   2.8 
   7.8 
  13.9 
   0.6 
   0.9 

 
  1,236 
     66 
     43 
    103 
    526 
      - 
      - 
      - 

 
   30,384 
      484 
    1,629 
    2,802 
    3,995 
    6,641 
       - 
      408 

       % 
  65.6 
   1.1 
   3.5 
   6.0 
   8.6 
  14.3 
    - 
   0.9 

 
  2,631 
    185 
    118 
    170 
    915 
      - 
      - 
      - 

 
   59,586 
    1,118 
    4,626 
    4,564 
    6,806 
   12,759 
       - 
      789 

       % 
  66.0 
   1.2 
   5.1 
   5.1 
   7.6 
  14.1 
- 

   0.9 

 

計   1,722    40,116  100.0   1,974    46,345  100.0   4,019    90,252  100.0  

 
 
                                                                                                        

 ５．受注及び契約実績 
                                                                                   （単位：百万円） 
            期 間 
 

     当 中 間 期                   

（
自  平成14年 4月 1日
至  平成14年 9月30日

） 

     前 年 中 間 期                   

（
自  平成13年 4月 1日
至  平成13年 9月30日

） 

     前 期                   

（
自  平成13年 4月 1日
至  平成14年 3月31日

） 

 
 
 

品 目           項 目 件  数 金  額 比  率 件  数 金  額 比  率 件  数 金  額 比  率  
 

戸 建 住 宅          
ｱ ﾊ ﾟ - ﾄ ﾒ ﾝ ﾄ ﾊ ｳ ｽ                   
戸 建 分 譲 住 宅                   
分 譲マンション                   
代理店向部材売上                   
そ の他資材売上                   
商 品 売 上                   
そ の 他                   

 
  953 
     37 
     68 
     55 
    445 
      - 
      - 
      - 

 
   21,857 
      246 
    4,372 
1,144 
    3,148 
    5,556 
      349 
      378 

       % 
  59.0 
   0.6 
  11.8 
   3.1 
   8.5 
  15.0 
   0.9 
   1.1 

 
  1,265 
     42 
     50 
     23 
    526 
      - 
      - 
      - 

 
   29,044 
      205 
    1,601 
      597 
    3,995 
    6,641 
       - 
      408 

       % 
  68.3 
   0.5 
   3.8 
   1.4 
   9.4 
  15.6 
    - 
   1.0 

 
  2,499 
     95 
    121 
     89 
    915 
      - 
      - 
      - 

 
   56,637 
      596 
    4,807 
    2,282 
    6,806 
   12,759 
    - 
   789 

       % 
  66.9 
   0.7 
   5.7 
   2.7 
   8.0 
  15.1 
- 

   0.9 

 
 
 
 
 
 
 
 

計   1,558    37,055  100.0   1,906    42,494  100.0   3,719    84,679  100.0  

 

 
                                                                                                       

 ６．受注残実績                                                           

                                                                                 （単位：百万円） 
              期 別 
 

当 中 間 期                   
（平成14年 9月30日現在） 

前 年 中 間 期                   
（平成13年 9月30日現在） 

前 期                   
（平成14年 3月31日現在） 

 
 

品 目         項 目 件  数 金  額 比 率 件  数 金  額 比 率 件  数 金  額 比 率  
   

戸 建 住 宅          
ｱ ﾊ ﾟ - ﾄ ﾒ ﾝ ﾄ ﾊ ｳ ｽ                   
戸 建 分 譲 住 宅                   
分 譲マンション                   
商 品 売 上                   

 
  1,350 
     65 
     25 
      6 
      - 

 
   31,210 
      478 
    1,308 
      163 
       94 

      % 
  93.9 
   1.4 
   3.9 
   0.5 
   0.3 

 
  1,654 
    157 
     24 
      7 
- 

 
   36,112 
      944 
      772 
      209 
- 

      % 
  94.9 
   2.5 
   2.0 
   0.6 
- 

 
  1,493 
    91 
     20 
      6 
- 

 
   34,504 
      701 
      980 
      131 
- 

       % 
  95.0 
   1.9 
   2.7 
   0.4 
- 

 
 
 
 
 

計   1,446    33,256  100.0   1,842    38,039  100.0   1,610    36,317  100.0  

 
 
 


